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第２回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月７日) 

 

   第 ２ 回   熊本県議会 決算特別委員会会議記録 

 

平成23年10月７日(金曜日) 

            午後１時９分開議 

            午後２時55分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 決算方針の決定について 

 議案第48号 平成22年度熊本県一般会計歳  

  入歳出決算の認定について 

 議案第60号 平成22年度熊本県市町村振興 

  資金貸付事業特別会計歳入歳出決算の認 

  定について 

 議案第64号 平成22年度熊本県公債管理特 

  別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出席委員(13人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 守 田 憲 史 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 髙 木 健 次 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 松 見 辰 彦 

       政策審議監 田 嶋   徹 

       危機管理監 牧 野 俊 彦 

        秘書課長 山 口 達 人 

        広報課長 田 中 浩 二 

    危機管理防災課長 佐 藤 祐 治 

 総務部 

         部 長 駒 崎 照 雄 

       政策審議監 岡 村 範 明 

      文書私学局長 岡 本 哲 夫 

      総務税務局長 倉 永 保 男 

       市町村局長 小 嶋 一 誠 

        人事課長 古 閑 陽 一 

           財政課長 浜 田 義 之 

首席審議員兼 

    県政情報文書課長 寺 島 俊 夫 

          私学振興課長 五 嶋 道 也 

総務事務センター長  兼 行 雅 雄 

        管財課長 米 満 譲 治 

               税務課長 出 田 貴 康 

     市町村行政課長 能 登 哲 也 

     市町村財政課長 山 口 洋 一 

      消防保安課長 佐 藤 祐 治 

  ――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 中 山   寛 

  首席審議員兼会計課長 田 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員出席者 

        監査委員 角 田 岩 男 

監査事務局職員出席者 

        事務局長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 山 中 和 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

――――――――――――――― 

  午後１時９分開議 
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○藤川隆夫委員長 それでは、ただいまから

第２回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日から審査に入りますので、委員及び執

行部の皆さんの御協力をお願い申し上げま

す。 

 まず、決算審査方針についてお諮りいたし

ます。 

 お手元に配付している平成23年度決算特別

委員会審査方針(案)を担当書記に朗読させま

す。(｢おらぬ」と呼ぶ者あり)担当書記はど

こ行った。 

 

○守田憲史副委員長 ぼくが読みましょう

か。 

  （｢もうよかばい」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 ばってん一応朗読させん

と……。 

 

○守田憲史副委員長 

   平成23年度決算特別委員会審査方針

(案) 

１ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って、

合理的かつ効率的に行われ、所期の目的

が達成されたか。 

 (1) 歳入は適正に確保されたか。 

 (2) 歳出の執行に遺憾な点はなかった

か。 

 (3) 主要な施策はいかに達成されたか。 

２ 財産管理は十分であったか。 

３ 執行体制に問題はなかったか。 

４ 法令違反等はなかったか。 

５ 前年度決算特別委員会の指摘事項は、

どのように処理されたか。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 ただいまの決算審査方針

は、この案のとおりでよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○藤川隆夫委員長 異議なしと認め、今後、

この方針に沿って審査を進めることといたし

ます。 

 これより、本委員会に付託された一般会計

及び各特別会計決算の審査に入ります。 

 まず、中山会計管理者からあいさつと決算

の概要説明をお願いいたします。 

 

○中山会計管理者 会計管理者の中山でござ

います。執行部を代表いたしまして、一言ご

あいさつを申し上げたいと思います。 

 委員の先生方には、定例県議会の御審議、

大変お世話になりました。この場をおかりし

て厚くお礼申し上げます。引き続いての決算

特別委員会でございまして、大変お疲れとは

存じますが、何とぞどうぞよろしくお願い申

し上げます。 

 平成22年度決算認定の議案につきまして

は、９月定例県議会冒頭に御提案を申し上げ

たところでございますが、お手元に配付して

おります付託議案等目録にありますように、

第48号から第68号までの21議案となっており

ます。藤川委員長、守田副委員長を初め委員

の先生方には、よろしく御審議、御指導いた

だきますよう、よろしくお願いいたします。 

 それでは、平成22年度の一般会計及び特別

会計の決算概要につきまして御説明申し上げ

ます。 

 恐れ入りますが、若干長くなりますので、

着座にて説明させていただきます。 

 お手元に決算の概要をお配りしております

ので、それに沿いまして総括的な説明を申し

上げたいと思います。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 一般会計、特別会計決算の総括でございま

すが、予算総額は１兆173億円で、対前年度

2.5％増でございました。1,000万円単位を四

捨五入しまして、億円単位で御説明いたしま

す。 

 決算収支の状況でございますが、まず歳入

につきましては、9,827億円で、対前年度6.4

％増となっております。歳出につきまして
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は、9,517億円で、対前年度6.3％増となって

おります。 

 その結果、歳入から歳出を差し引いた額、

いわゆる形式収支310億円になっております

が、それから翌年度へ繰り越すべき財源を差

し引きました実質収支は212億円で、対前年

度7.0％増となっております。 

 参考までに、決算額の推移を図の１に載せ

ております。 

 それでは、２ページをお願いしたいと思い

ます。 

 ２ページから、一般会計の決算でございま

す。 

 まず、決算収支の状況でございますが、決

算額は、歳入が8,228億円で対前年度0.7％の

増、歳出が8,032億円で0.4％の増となってお

ります。 

 なお、実質収支は、99億円の黒字、対前年

度7.3％増となっております。 

 次に、３ページの歳入の状況でございま

す。 

 歳入決算額の内訳につきましては、自主財

源が2,712億円で対前年度1.7％減、依存財源

が5,516億円で対前年度1.9％増となっており

ます。 

 全体を占める割合、構成比でございます

が、自主財源が33.0％、依存財源が67.0％で

ありまして、自主財源の割合が前年度に比べ

0.7ポイント減少しております。 

 自主財源の減につきましては、法人事業税

の一部を国税化する、地方法人特別税の平年

化等による影響でございます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 歳出決算額の内訳でございますが、対前年

度の増の主なものといたしましては、水俣病

の新救済策に伴うチッソ貸付県債償還等特別

会計の繰出金の増による諸支出金が増加して

おります。 

 一方で、減のものといたしましては、九州

新幹線建設事業負担金の減などによる土木

費、それから国の経済対策による基金の積み

立てが減少したことにより、民生費がそれぞ

れ減少しております。そのほか、衛生費、労

働費等についても減少しております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 まず、翌年度繰り越しの状況でございます

が、繰越額は500億円で対前年度281億円、3

6.0％減となっております。 

 繰り越しの主なものといたしましては、土

木費及び農林水産業費などで、計画や設計の

諸条件あるいは用地交渉の難航等により不測

の日数を要したことによるものでございま

す。 

 次に、不納欠損の状況でございます。 

 県税を中心に３億6,200万円の不納欠損処

分を行っておりまして、対前年度2,300万

円、6.8％の増でございます。 

 次に、収入未済額の状況でございます。 

 収入未済額は、61億円で対前年度１億円、

2.0％減となっております。内訳では、県税

が87.5％を占めております。県税について

は、対前年度3.8％の減となっております。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 特別会計の決算概要でございます。 

 まず、決算収支の状況でございますが、16

の特別会計全体では、歳入につきましては、

1,599億円で対前年度540億円、51.0％増で、

歳出につきましては、1,485億円で対前年度5

34億円、56.1％増となっております。 

 増加している主なものといたしましては、

15のチッソ県債償還等特別会計が、水俣病新

救済策に伴う水俣・芦北地域振興財団への出

資により、歳入、歳出ともに増加しておりま

す。一方、減少している主なものといたしま

しては、２の中小企業振興資金特別会計が、

高度化資金の貸し付け及び貸し付け償還金の

減により減少しておるところでございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 翌年度繰り越しの状況でございます。 

 主なものといたしましては、高度技術基盤
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整備事業等特別会計の繰り越しでございま

す。これは菊池テクノパーク整備における用

地交渉が難航したためでございます。 

 次に、不納欠損の状況でございます。 

 港湾整備事業特別会計におきまして、熊本

港の港湾施設の共益費について不納欠損処分

を行ったものでございます。 

 次に、収入未済額の状況でございます。 

 収入未済額は、７つの特別会計におきまし

て、貸付金の償還金及び使用料などで27億円

となっております。その主なものといたしま

しては、中小企業振興資金特別会計における

貸付金24億円で、協同組合等への高度化資金

貸付金の償還金の延滞等によるものでござい

ます。 

 以上が決算の概要でありますが、参考まで

に、８ページの普通会計の主要財政指標につ

いて申し上げます。 

 まず、(1)の表でございますが、財政力指

数、経常収支比率などの平成17年度以降の推

移を示したものであります。 

 財政力指数は、財政基盤の強さを示す指標

で、平成22年度は0.370となっております。

また、経常収支比率は、財政構造の弾力性を

示す指標で、前年度の96.3％から90.8％と、

5.5％減少しております。 

 また、実質公債費比率は、公債費に係る財

政状況を図る指標でありますが、前年度から

0.7％上昇しております。 

 参考までに、(2)の表には九州各県の指標

を載せております。 

 決算の概要を御説明申し上げましたが、詳

細につきましては各部局からそれぞれ審議の

中で御説明申し上げますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 委員の先生方には、長期にわたり御審議い

ただきますが、何とぞよろしくお願い申し上

げまして、概要の説明とさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、角田監査委員から

決算審査意見の概要説明をお願いいたしま

す。 

 

○角田監査委員 監査委員の角田でございま

す。 

 私の方から、平成22年度一般会計及び特別

会計の決算審査意見につきまして、要約して

御説明したいと思います。 

 着座にて説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 表紙がブルーの冊子をお願いしたいと思い

ます。 

 平成22年度熊本県歳入歳出決算及び基金の

運用状況に係る審査意見書というふうに書い

てあるかと思います。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 初めに、第１の審査の対象でございます

が、知事から、地方自治法第233条第２項の

規定によりまして審査に付されました一般会

計と、そこに書いてございます16の特別会計

について審査を行ったものでございます。 

 次に、第２の審査の方法でございますが、

決算の計数は、関係諸帳簿及び証憑書類と符

合し正確であるか、また、予算は、議決の趣

旨に沿って適正で効率的、効果的に執行され

ているかなど、そこに書いてございます４点

を審査の主眼に置きながら、照合、審査を行

ったところでございます。 

 なお、審査の過程におきましては、関係部

局から必要な資料を徴し説明を求め、あわせ

て定期監査、随時監査及び例月現金出納検査

の結果も踏まえて、慎重に審査をしたところ

でございます。 

 次に、第３の審査の結果及び意見について

でございます。 

 まず、審査の結果につきまして御説明申し

上げます。 

 審査の対象としました平成22年度一般会計

及び特別会計の歳入歳出決算書等に係る計数
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につきましては、関係諸帳簿及び証憑書類の

計数と符合し、いずれも正確であることを確

認いたしております。 

 また、予算の執行並びに会計経理事務及び

財産の管理等の財務に関する事務の執行につ

きましては、いわゆる預け金とか、また差し

かえとか、そういった不適正な経理処理の事

例は認められなかったところでございます

が、一部におきましては、改善または留意を

要する事項が見受けられたところでございま

す。 

 それらの事例につきまして、このページの

最後の方から２ページの初めにかけまして記

載しておりますけれども、収入事務におきま

しては、税外収入未収金の増加、現金の取り

扱いの際の事務処理の遅延等が見受けられて

おります。 

 また、支出事務におきましては、補助金の

額の確定のおくれや業務委託におきます完了

報告の不備等が見られたところでございま

す。 

 それから、物品及び財産の管理事務におき

ましては、使用備品整理簿や重要備品台帳の

未整備、活用されていない備品が保管された

ままになっているなどの事例があっておりま

す。 

 これらの課題に係る原因といたしまして

は、職員の基本的知識とか理解の不足、また

組織としての内部統制が十分に機能していな

いことが主な要因だと考えられます。 

 今後とも、財務事務に関する研修などによ

り知識不足の解消を図るとともに、所属内部

でのチェック体制を強化していく必要がある

と思っております。 

 次に、２ページの２の審査意見についてで

ございますが、ここの前段におきましては、

県債残高、基金の残高及び経常収支比率等を

もとに、平成22年度末の本県の財政状況につ

いて述べております。 

 県債残高につきましては、総額は増加した

ものの、臨時財政対策債等を除く通常債の残

高は、前年度より265億7,700万円余減少して

おりますし、財政調整用の４基金の残高の総

額は171億3,700万円余増加をしております。 

 また、財政構造の弾力性を示す経常収支比

率は、県税が３年連続減少したものの、地方

交付税及び臨時財政対策債等が増加した結

果、90.8％と前年度より5.5ポイント低下し

ており、さらに財政の健全化判断比率で見て

みましても、将来負担比率が前年度に比べま

して14.2ポイント低下する等、平成22年度決

算の財政指標は、前年度に比べ数値的には改

善の兆しが見られる状況となっております。 

 これは、県政運営の基本方針としまして、

平成20年12月にくまもとの夢４カ年戦略が策

定され、これまで２年余にわたりさまざまな

取り組みを行ってきた結果、多くの指標でそ

の動向が上向きとなるなど、目標に向け着実

に成果があらわれてきていること、また、く

まもとの夢と財政再建を両立するため、平成

23年度までを集中取り組み期間として、職員

給与の削減や公共投資の大幅な抑制等の歳出

の抑制と未利用資産の売却等の新たな歳入の

確保等の取り組みが実施され、その結果、前

述のとおり、通常債の残高が減少し、財政調

整用４基金の積み増しなど、再建に向けての

取り組みの成果があらわれていることをここ

で述べておるところでございます。 

 それから、２ページの最後から３ページの

上段にかけましては、本県の財政状況は、前

述のように、数値的には改善の兆しが見える

ものの、その財源構成を見てみますと、自主

財源であります県税の割合が低く、地方交付

税等の依存財源及び地方財源不足を補てんす

るために発行されます臨時財政対策債に大き

く依存しているような状況で、依然として非

常に脆弱なものであることには変わりなく、

しかも、これらの依存財源は、毎年度国の方

で策定されます地方財政計画の動向に大きく

左右される状況にあることから、今後とも、
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国の地方財政対策の動向を注視しながら、引

き続きくまもとの夢４カ年戦略の施策の実現

に向けて財政再建に取り組んでいく必要があ

ることをここでは述べております。 

 それから次に、不適正な経理処理の再発防

止策や行財政事務の執行につきまして、決算

審査を通じて感じた個別的な課題について意

見を述べております。 

 まず、(1)の物品調達等に関します不適正

な経理処理の再発防止策についてでございま

すが、再発防止策の実施状況を見てみます

と、各所属におきまして着実に取り組みがな

されてきており、いわゆる先ほど申し上げま

したように、預け金や差しかえ等の不適正な

経理処理の事例は認められませんでした。 

 しかしながら、再発防止策が職員のすべて

に徹底されているかといいますと、そうは言

えないような所属も見受けられております。

(ア)の物品の購入事務手続や、その下の(イ)

の収入・支出事務におきまして、記載してお

りますような改善すべき事例も見受けられて

おります。 

 ここでは、これらの再発防止策が一過性の

ものとならないよう、その実効性の確保に努

めていくことが必要であることを述べており

ます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 (2)の行財政事務執行に係ります課題につ

いてでございますが、(ア)では、未収金の解

消対策について述べております。 

 一般会計及び特別会計を通じた未収金、収

入未済額は総額で88億2,900万円余、このう

ち県税は53億6,700万円余、税外収入は合計

で34億6,100万円余となっております。 

 これらを前年度と比べてみますと、県税に

つきましては２億1,200万円余減少しており

ますが、税外収入につきましては２億3,000

万円余増加しているところでございます。総

額、差し引きますと、1,700万円余が未収金

が増加しているような状況でございます。 

 この中で(ア)の県税の未収金につきまして

は、県税全体としましては、差し押さえ等滞

納処分の徹底、それからインターネット公売

等によります換価促進等によりまして滞納額

の総額は減少しているものの、個人県民税に

ついて見てみますと、2,600万円余の増加と

なっております。 

 今後は、さらに全国平均を下回っておりま

す個人県民税の特別徴収につきまして、市町

村と連携して特別徴収を実施する事業所の拡

大を図るなど、個人県民税滞納額の減少につ

なげていくことが重要でございます。 

 次の県税以外の未収金につきましては、着

実な取り組みにより滞納額を減少させている

所属があります一方では、新規の高額な未収

金の発生があっております。 

 県全体の滞納額としましては、前年度より

２億3,000万円余、先ほど申し上げましたよ

うに、増加しておりますが、今後とも、収入

を確保し、負担の公正、公平を維持していく

ため、時効中断措置等の実施により債権保全

を徹底するとともに、各部ごとに未収金の特

徴に合った解消方策を策定し、実施していく

ことが重要であるということでございます。 

 そのほか、(ウ)におきましては、歳入科目

別に見た今後の取り組みについて述べており

ますが、ａでは分担金及び負担金、ｂでは使

用料及び手数料、５ページの方に移りまし

て、ｃでは貸付金の元利収入、ｄでは雑入に

ついて、それぞれの事例と対応策について述

べております。 

 次に、５ページのイでは、その他の財務事

務の課題をここでは挙げております。 

 まず、(ア)の収入事務についてでございま

すが、ａで、県が収入を行う場合に必要な収

入調定が行われていなかったり、時期がおく

れたりしているような事例をここで挙げてお

ります。ｂでは、徴収・収入事務委託におき

ます現金収納がおくれているような事例、ｃ

では、収入事務において、収入印紙の消印が
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おくれていたり、収入証紙消印の実績報告書

が誤っている事例等を掲げております。 

 いずれの事例にしましても、適時適正に事

務処理を行っていただきたいということでご

ざいます。 

 次に、５ページの下の段から６ページの上

段にかけては、(イ)で補助金交付に係る事務

及び６ページの(ウ)で業務委託に係る事務に

ついて、事例と対応について述べておりま

す。 

 これらの事例では、補助金の交付や業務委

託料の支払いに不可欠な事業実績報告書が提

出されていなかったり、また、提出されてい

ましても、実績報告書の確認とか、検査が的

確に行われないままに支払い事務が行われて

いる等の事例をここに掲げておりますが、こ

れは、担当者の知識不足だけの問題ではな

く、決裁の過程においてチェック機能が働い

ていなかったことが主な原因ではないかと考

えております。 

 このため、組織におけるチェック機能を働

かせ、計画的かつ速やかな事務の執行に努め

るべきこと及び一連の事務の各プロセスの意

義及び手順を職員に明確に理解させるため、

さらに職員の研修の強化の必要性があること

をここでは述べております。 

 (エ)では、物品の管理事務につきまして、

重要備品台帳や使用備品整理簿等の備品関係

台帳が整備されていない事例や、性能が陳腐

化し、修理不可能等の理由により使用に耐え

られなくなった備品の保管とか管理を続けて

いる事例が見受けられておりましたが、台帳

の整備及び物品の良好な管理はもとより、業

務に使用できなくなった備品については、他

の機関での再利用が可能なものはないか、ま

た、本来の機能を失っていても、その部品と

か原材料に価値があるものは含まれていない

か等を、売却利益を得るための検証やその情

報提供等を十分に行った上で処分手続を進め

ていくことが重要であることをここでは述べ

ております。 

 それから、次の７ページから49ページにか

けましては、決算の計数につきまして分析、

整理したものでございます。後でごらんいた

だければと思っております。 

 最後になりますが、53ページをお開き願い

たいと思います。 

 ここでは、地方自治法第241条第５項の規

定に基づき審査に付されました平成22年度の

定額の資金を運用するための基金の運用状況

に係る審査結果を記載しております。 

 審査の対象となっているのは、美術品取得

基金だけでございます。 

 審査の結果、決算の計数は、関係諸帳簿及

び証憑書類の計数と符合し、いずれも正確で

ございました。 

 その運用及び会計処理事務の執行につきま

しても、適正で効率的に行われていることを

確認しております。 

 なお、最終段落のところでは、基金で取得

した備品の管理責任の明確化について、事務

処理上、手続の上で課題があったことをここ

で述べております。 

 以上が平成22年度決算審査意見書の概要で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 これから、各部局の審査

に入りますので、会計管理者は、ここで所定

の席へ移動してください。 

  （会計管理者席移動)  

○藤川隆夫委員長 それでは、知事公室及び

総務部の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けることとします。 

 それでは、知事公室長から総括説明を行

い、続いて担当課長から順次説明をお願いし

ます。以下、総務部の順にお願いをいたしま

す。 

 初めに、松見知事公室長。 
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○松見知事公室長 知事公室でございます。 

 着座のまま失礼いたします。 

 平成22年度決算について御説明申し上げま

す。 

 配付しておりますお手元の決算特別委員会

説明資料１ページの平成22年度歳入歳出決算

総括表により御説明いたします。 

 歳入につきましては、収入済み額９億1,70

0万円余となっており、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 歳出につきましては、支出総額22億200万

円余となっております。 

 なお、翌年度繰越額1,800万円余は、新幹

線全線開業に合わせて予定しておりました広

報事業に係る経費を、東日本大震災の影響で

翌年度に繰り越したものでございます。 

 また、不用額１億1,200万円余は、入札及

び経費節減等による執行残でございます。 

 詳細につきましては各課長が御説明いたし

ますので、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○田嶋政策審議監 知事公室の田嶋でござい

ます。 

 知事公室の監査状況等について御説明いた

します。 

 本年度の監査委員事務局監査の結果につい

ては、知事公室の各課すべてにおいて公表事

項はございません。 

 続きまして、知事公室付の決算について御

説明いたします。 

 お手元に配付の決算特別委員会説明資料に

より御説明いたします。資料の２ページをお

願いいたします。 

 歳出につきましては、予算現額8,200万円

余に対しまして、支出済み額7,800万円余と

なっております。 

 歳出の内訳は、職員給与費、くまもとの夢

政策推進事業に要する経費などでございま

す。 

 なお、不用額200万円余で、経費節減によ

る執行残でございます。 

 また、翌年度繰越額は200万円余となって

おりますが、詳細は決算特別委員会附属資料

により御説明させていただきます。資料の１

ページをお願いいたします。 

 くまもとの夢政策推進事業のうち、予算令

達先のくまもとブランド推進課が実施を予定

しておりました本年３月12日の新幹線開業日

に合わせて、関西地域の新聞に本県のＰＲを

掲載する予定でございましたが、東日本大震

災の翌日ということで掲載ができなかったこ

とから、今年度に掲載を行ったものでござい

ます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○山口秘書課長 秘書課でございます。 

 決算特別委員会説明資料にお戻りいただけ

ますでしょうか。 

 資料の３ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 次に、歳出につきまして、次の４ページを

お願いします。 

 予算現額１億9,300万円余に対し、支出済

み額１億9,000万円余となっております。 

 歳出の内訳は、職員給与費、秘書課の運営

費でございます。 

 なお、不用額200万円余は、経費節減によ

る執行残でございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○田中広報課長 広報課でございます。説明

資料の５ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 主な収入は、県ホームページに広告を掲載
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する際の広告料等で、440万円余の収入がご

ざいました。 

 続きまして、歳出、資料の６ページをお願

いいたします。 

 予算現額３億8,700万円余に対し、支出済

み額３億5,200万円余となっております。 

 なお、不用額は1,900万円余でございま

す。 

 歳出の内訳といたしまして、一般管理費は

職員給与費でございます。 

 なお、不用額は執行残でございます。 

 また、広報費は、県政広報誌等の発行やテ

レビ、ラジオでの広報事業に要する経費など

でございます。 

 なお、不用額は委託等の入札残でございま

す。 

 なお、翌年度繰越額は1,600万円余となっ

ておりますが、詳細は、お手元の別紙、決算

特別委員会附属資料、こちらの２ページをお

願いいたします。 

 熊本県広報誌発行事業のうち880万円及び

首都圏広報強化事業のうち760万円余を、そ

れぞれ繰り越しをさせていただいておりま

す。 

 双方の経費を一体的に活用いたしまして、

新幹線全線開業のＰＲとして、開業の当日及

び翌日に新聞等への記事掲載を予定しており

ましたが、東日本大震災の影響により実施で

きなかったことから、本年度に実施を延期し

たものでございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○佐藤危機管理防災課長兼消防保安課長 危

機管理防災課兼消防保安課の佐藤でございま

す。 

 まず、平成23年度の組織改編によりまし

て、危機管理・防災消防総室につきまして

は、知事公室危機管理防災課及び総務部市町

村局消防保安課の２課に分かれております

が、今回は危機管理防災課で一括して御説明

申し上げます。 

 それでは、説明資料の７ページをお願いい

たします。 

 歳入につきましては、７ページから10ペー

ジまででございますが、不納欠損額、収入未

済額ともにございません。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、まず総務費でござい

ますが、総務管理費の一般管理費につきまし

ては、危機管理対策、国民保護対策に係る職

員給与費、事務費のほか、平成22年10月２日

に実施しました国民保護共同実動訓練実施事

業費及び全国瞬時警報システム――Ｊアラー

トと言いますけれども、の整備に係る事業費

でございます。 

 不用額の953万6,000円につきましては、主

に全国瞬時警報システム整備に係る市町村へ

の交付金の執行残でございます。 

 次に、防災費の防災総務費でございます

が、防災対策に係る職員給与費、事務費のほ

か、防災消防ヘリコプター管理運営費、防

災・震度情報システム、防災行政無線の管理

費及び震度情報ネットワークシステムの整備

に係る事業費でございます。 

 不用額の7,215万円につきましては、主に

震度情報ネットワークシステム整備事業の入

札残及び経費節減等に伴う執行残でございま

す。 

 次に、12ページの消防指導費でございます

が、消防学校の職員給与費、消防に係る事務

費のほか、市町村に対する消防施設整備補

助、消防広域化の推進、危険物の取り締まり

指導、消防学校の運営などが主な事業でござ

います。 

 不用額の464万円余につきましては、経費

節減等に伴う執行残でございます。 

 最後に、商工費でございますが、工鉱業費

の火薬ガス等取締費につきましては、鉄砲、

火薬、高圧ガス及び電気の取り締まり指導に
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係る職員給与費及び事務費等でございます。 

 不用額の174万円余につきましては、経費

節減等に伴う執行残でございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 次に、駒崎総務部長から

総括説明をお願いします。 

 

○駒崎総務部長 それでは、総務部の決算概

要について御説明を申し上げます。 

 平成22年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、総務部関係につきまして、その

後の措置状況を報告いたします。 

 前年度の決算特別委員会では、各部局共通

事項として３点、総務部の事項として１点の

御指摘がございました。 

 お手元の平成22年11月定例会決算特別委員

長報告の４ページから６ページにかけて記載

されておりますので、あわせてごらんくださ

い。 

 なお、指摘事項につきましては、全文を読

み上げず、その趣旨を申し上げ、その後の措

置状況を報告させていただきます。 

 まず、４ページの各部局共通事項の１点目

ですが、「収入未済の解消については、例年

の指摘にかかわらず、取り組みが不十分であ

る。各部局が縦横の連携を密にして、債権管

理を徹底し徴収の強化を図るとともに、収納

が見込めないものについては、所要の措置を

講じること。」という指摘でございます。 

 また、関連しまして、６ページの４番で

は、総務部の事項として「市町村で賦課徴収

を行う個人県民税の滞納解消については、滞

納額や滞納件数の多い市町村に対し、さらに

強力に働きかける必要がある。市町村と連携

をとって、成果が出る取り組みを行うこ

と。」という指摘がございました。 

 この２点に係る措置状況につきまして、あ

わせて御説明申し上げます。 

 未収金対策につきましては、全庁的に取り

組みを強化するため、未収金対策連絡会議に

おいて、関係課の取り組みの進行管理やノウ

ハウの共有などに取り組んでおります。 

 平成22年度は、９月と３月に会議を開催

し、各課の取り組み事例の情報提供を行った

ほか、取り組みマニュアルを改訂し、強制執

行等の法的対応についてより詳細に記載する

とともに、債権放棄に関する取り扱いを新た

に記載いたしました。 

 その結果、平成23年度から、差し押さえや

支払い督促の実施など、法的対応の一層の強

化、回収不可能と認められる貸付金の債権放

棄など、適正な債権管理に向けたさらなる取

り組みを進めております。 

 今後も、全庁を挙げて取り組みの充実促進

を図り、未収金の早期回収に努力してまいり

ます。 

 次に、県税の未収金の解消につきまして

は、平成22年度も引き続き積極的な徴収対策

に取り組みました。 

 重点項目は、滞納処分の徹底及び早期着手

と個人県民税の徴収強化対策でございます。

特に個人県民税に関しては、これまでも県と

市町村が一丸となって収納率の向上に取り組

む体制づくりに取り組んでおり、平成22年度

は、熊本市に重点を置く対策として、熊本県

税事務所に個人県民税対策班を設置したほ

か、各所管において、管内市町村と共同で、

未収金の圧縮に向け、数値目標を設定した徴

収強化計画を作成しました。 

 平成23年度は、この徴収強化計画を着実に

実施するとともに、さらに市町村との連携を

強化し、個人住民税の給与天引きを行う特別

徴収実施事業所を拡大し、滞納を未然に防止

する取り組みなどを行ってまいります。 

 次に、５ページに戻りますが、共通事項の

２点目は「国で開発中のワンストップサービ
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スシステムの管理経費等として負担金を支出

しているが、いまだ国とのシステム接続がで

きておらず、活用できない状況にある。県民

の利便性に資するよう、適切な対策をとるこ

と。」という指摘でございます。 

 自動車保有関係手続のワンストップサービ

ス、略称ＯＳＳは、いわゆる車両登録や車庫

証明申請、税、手数料の支払い等、煩雑な手

続を保有者が直接オンラインで完了すること

により、利用者の利便性の向上及び行政事務

の効率化を実現するため、平成17年に一部都

府県で稼働開始したシステムです。 

 各県に求められる多額な開発・接続費用

は、最終的には県民の負担となるため、投入

する費用に見合う効果が必要ですが、現シス

テム上では明確な効果が確認できず、また利

用率も向上しないため、現在10都府県での導

入にとどまっています。 

 運用費用は、主に国と稼働県が負担してい

ますが、事務局経費等については、未稼働県

も一部負担しています。この一部負担をでき

るだけ軽減するよう要望した結果、本県の負

担額は、平成22年度の499万8,000円から23年

度は63万5,000円となったところです。 

 23年度に入り、新規システムを開発し、全

国に拡大することについて、ＯＳＳ都道府県

税協議会委員会で検討されましたが、多くの

県が費用に見合う効果が見込めないと判断し

ているため、合意には至っておりません。 

 本県としましては、国に対して、ＯＳＳが

真に利用者の便益の向上につながる仕組みと

なるよう、また費用に見合う効果が実現でき

るよう、多額の負担が求められる各県の意見

を十分に聞いた上で計画を進めるよう要望を

しております。 

 最後に、共通事項の３点目は「不適正経理

の再発防止策について、所属における取り組

みに温度差が生じないよう、その実効性確保

にさらに努めること。また、事務処理の誤り

については、担当者に任せきりにするのでは

なく、管理監督者による組織的なチェック体

制の強化を図ること。」という指摘でござい

ます。 

 再発防止策の取り組みにつきましては、現

在、職員の意識改革、資質向上を図るため、

経験年数や職位等、それぞれの階層に分けて

実施する職員研修や各職場において職員の全

員参加で実施する職場研修に、法令遵守や会

計事務等の課目を追加して実施しています。 

 さらに、23年度は、全所属長を対象に、職

場の責任者である所属長の役割や適正な職員

指導等について認識を深めるため、所属長特

別研修を実施しております。 

 また、組織的なチェック体制の強化につき

ましては、支払い漏れや支払い遅延防止につ

いての出納局通知に基づき、毎月、支出関係

帳票を所属長まで供覧し、組織としての相互

チェックや支出関係事務の進行管理を実施し

ております。 

 今後も、研修や指導等の取り組みを一層充

実強化し、再発防止策のさらなる徹底を図っ

てまいります。 

 続きまして、総務部の平成22年度決算概要

について、お配りしておりますお手元の決算

特別委員会説明資料、総務部と書いてありま

す資料１ページの平成22年度歳入歳出決算総

括表により御説明申し上げます。 

 当部の決算に関連します会計は、一般会

計、全国型市場公募地方債の発行に係る公債

管理特別会計、市町村が行う公共施設等の整

備事業に係る市町村振興資金貸付事業特別会

計の３会計でございます。 

 これらの３会計を合わせた歳入の決算状況

でございますが、収入済み額は6,429億352万

円余、不納欠損額は３億2,002万円余、収入

未済額は54億886万円余となっております。

不納欠損額と収入未済額は、県税及びその加

算金に係るものでございます。 

 次に、３会計を合わせた歳出の決算状況で

ございますが、支出済み額は2,719億2,289万
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円余、繰越額は４億5,477万円余、不用額が

８億9,664万円余でございます。 

 不用額の主なものは、人件費の執行残、退

職手当の執行残、経費節減等に伴う執行残な

どでございます。 

 以上が総務部の平成22年度歳入歳出決算の

概要でございますが、詳細につきましては各

課長から説明いたしますので、御審議のほど

よろしくお願い申し上げます。 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、引き続き各課

長、センター長の説明をお願いします。 

 

○古閑人事課長 人事課でございます。 

 まず、平成23年度実施の定期監査におきま

して、公表事項はございません。 

 次に、決算状況につきまして御説明を申し

上げます。決算特別委員会説明資料の２ペー

ジをお願いいたします。 

 歳入でございますが、諸収入の各項目とも

調定額どおりの収入となっており、不納欠損

額、収入未済額はともにございません。 

 なお、雑入としまして、1,993万円余の収

入がございますが、このうち1,820万円余に

つきましては、備考欄にありますように、企

業局等への出向期間のある職員の退職手当に

係る負担金収入でございます。 

 続きまして、３ページをお願いいたしま

す。 

 歳出についてでございます。 

 まず、総務管理費のうち一般管理費でござ

いますが、職員48名分の給与費等でございま

す。 

 不用額3,400万円余の主なものは、備考欄

にありますように、時間外勤務手当の執行残

でございます。これは、災害対応等の時間外

手当を人事課で一括管理しておりますが、そ

の分の執行残でございます。 

 次に、人事管理費についてでございます

が、知事部局職員の退職手当及び課の運営経

費等でございます。 

 不用額9,459万円余につきましては、主に

退職手当の執行残でございます。 

 以上が人事課分でございます。御審議のほ

どよろしくお願い申し上げます。 

 

○浜田財政課長 財政課でございます。資料

の４ページをお願いいたします。 

 まず、本年度定期監査における報告・公表

事項はございません。 

 ４ページの歳入から御説明を申し上げたい

と思います。 

 財政課では、いずれも調定額どおりの収入

となっておりまして、不納欠損あるいは収入

未済のいずれもございません。 

 最上段の地方譲与税、それから４ページ最

下段の地方交付税、ともに調定額どおりに収

入されております。 

 なお、真ん中ほどに、地方法人特別譲与税

が予算額に比べて収入済み額がふえておりま

すけれども、これは税収の増によるものでご

ざいます。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 ５ページにつきましては、上段の国庫支出

金、中ほどの財産収入、最下段の繰入金と

も、それぞれ調定額どおりに収入されており

ます。 

 次の６ページをお願いいたします。 

 ６ページの中段でございますが、諸収入が

ございます。ここにつきましても、調定額ど

おりに収入をしております。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ７ページから11ページの中段まで、県債が

続きます。ただ、７ページの一番冒頭をごら

んいただきますと、予算に対して収入済み額

が187億円余減少をいたしております。これ

につきましては、これらを財源とします事業

予算の方が平成23年度へ繰り越したというこ

とに伴うものでございます。 

 続きまして、11ページまでお願いをいたし
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ます。 

 11ページの中段、やや下でございますが、

繰越金あるいは最下段の交通安全対策特別交

付金につきましても、それぞれ調定額どおり

収入をしてございます。 

 次の12ページをお願いいたします。 

 地方特例交付金でございますけれども、こ

れも調定額どおりの収入ということになって

おります。 

 13ページをお願いいたします。 

 ここから歳出になっております。 

 まず、総務費につきましてでございます

が、これは職員給与あるいは財政課の活動費

ということでございます。 

 不用額が出ております。一般管理費の不用

額、これは旅費等々の不用額でございます。 

 下段の財政管理費については、一般需用費

等々の経費の節減による執行残でございま

す。 

 14ページをお願いいたします。 

 14ページの上段は、公債費でございます。

県債の元金を返したり、利子を返したり、あ

るいは公債諸費という形で、こういった管理

の諸経費を計上しております。 

 不用額がございます。これは後ほど御説明

いたします特別会計の繰出金の減に伴うもの

でございます。 

 14ページ最下段に、予備費がございます。

予備費につきましては、予算額5,000万円を

組んでおりますが、昨年度19件の需要がござ

いまして、その残りは残額、不用額としてこ

こに計上をいたしております。 

 15ページをお願いいたします。 

 ここからが公債管理特別会計でございま

す。 

 まず、15ページが歳入でございます。ここ

につきまして、不納欠損あるいは収入未済と

もございません。 

 なお、中段の繰入金のところに、予算と収

入済み額の比較で、合わせて1,400万円余の

減額となっております。これは、後ほど歳出

で説明いたします歳出の方の減に伴いまし

て、一般会計からの繰入金が減少したという

ことによるものでございます。 

 最後、16ページをお願いいたします。 

 同じく、特別会計のこれが歳出でございま

す。借換債あるいは市場公募債等々の元金、

利子、公債諸費となっております。 

 不用額欄でございますが、利子と公債諸費

のところで不用額が出ております。これにつ

きまして、利子の方は、発行価格が見込みよ

り高かったということでございまして、差額

の割引料が減少したということによるもので

ございます。公債諸費につきましては、手数

料等の減による経費節減の結果でございま

す。 

 財政課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○寺島県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 まず、本年度の定期監査の結果につきまし

ては、公表事項はございません。 

 次に、決算の状況につきまして、主なもの

を御説明申し上げます。説明資料の17ページ

をお開きください。 

 歳入でございます。 

 使用料及び手数料の県立学校授業料につき

ましては、公立大学法人化する前の平成17年

度、県立大学授業料未納１件に係る分割納付

によるものでございましたが、これにつきま

しては、平成22年度中に完納され、収入未済

額はゼロとなりました。不納欠損額もござい

ません。 

 次に、国庫支出金、諸収入でございます

が、同じく不納欠損額、収入未済額はござい

ません。 

 歳出の方でございます。次に、18ページの

方をお願いいたします。 

 こちらも、主なものを御説明させていただ
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きます。 

 まず、表の上から３番目でございますけれ

ども、文書費の不用額1,200万円余は、備考

欄にありますとおり、各事業におきます経費

節減に伴う執行残でございます。 

 次に、表の一番下の欄の大学費でございま

すが、備考欄にありますとおり、まず公立大

学法人支援事業として９億600万円余を支出

しております。これは、大学の業務運営に必

要な経費として公立大学法人熊本県立大学に

対して交付しております運営費交付金が大半

でございまして、そのほか業務実績に関する

評価等を行います評価委員会の開催経費など

でございます。 

 また、国の地域活性化交付金を活用いたし

ました熊本県立大学環境整備支援事業として

150万円――全額国庫補助でございますが、

この150万円を支出しております。これは、

県立大学図書館の図書、資料の購入費として

県立大学に150万円を交付したものでござい

ます。 

 大学費の不用額71万円余は、経費節減に伴

う執行残でございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○五嶋私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 本年度の定期監査の公表事項はございませ

ん。 

 平成22年度の私学振興課の決算の状況につ

いて御説明申し上げます。説明資料の19ペー

ジをお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 使用料及び手数料、それから中段の国庫支

出金、次に、20ページの最下段の財産収入、

それから21ページの繰入金、諸収入におい

て、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 次に、22ページからが歳出でございます

が、主なものを御説明申し上げます。 

 中段の教育費でございますが、私学振興費

として109億9,500万円余の支出済み額となっ

ております。これは、私立高等学校22校、私

立中学校７校、私立幼稚園109園に対する経

常費補助金などでございます。 

 不用額を生じました主な理由としまして

は、資料23ページの11番、私立高等学校授業

料等減免補助と24番の私立高等学校等就学支

援金事業につきまして、対象となる生徒数が

当初見込みに対しまして少なかったことなど

によるものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○兼行総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。 

 まず、定期監査における公表事項はござい

ません。 

 次に、決算につきまして御説明申し上げま

す。説明資料の24ページをお願いいたしま

す。 

 歳入でございますけれども、いずれも調定

額どおりに収入済みとなっておりまして、不

納欠損額、収入未済額はともにございませ

ん。 

 それと、中段の土地売り払い収入43万6,00

0円につきましては、お手元の別冊の附属資

料の方をごらんいただきますでしょうか。８

ページでございます。 

 矢部町にありました矢部の職員住宅跡地の

一部を、山都町の方に防火水槽用地として売

却したものでございます。 

 また、恐れ入りますが、もとの説明資料の

方に戻っていただきまして、25ページをお願

いいたします。 

 歳出でございますが、主なものを御説明い

たしますと、総務費、総務管理費でございま

すが、一般管理費の方で、これは人件費等の

執行残でございます。 
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 それから、人事管理費でございますけれど

も、支出済み額10億7,022万円余となってお

ります。その内訳は、備考欄のとおりでござ

いますけれども、不用額2,794万円余の主な

ものとしましては、職員住宅関係で、解体工

事費の入札残や維持管理費の執行残でござい

ます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○米満管財課長 管財課でございます。 

 まず、決算特別委員会の資料説明に入りま

す前に、本年度の定期監査におきまして、監

査結果公表事項として１件の指摘事項をいた

だいておりますので、御説明させていただき

ます。 

 指摘事項の内容は、郵便切手の管理につい

て、次のとおり不適切な取り扱いになってい

るというものでございます。 

 まず１点目として、平成23年度の郵便切手

類出納簿が作成されていない、２点目とし

て、郵便切手需要伝票に、物品管理者、出納

員、郵便等確認印の押印がなく、切手の払い

出しに組織的なチェックがなされていない、

３点目として、監査日現在の在庫が、平成22

年度末の出納簿の残高と監査日現在までの需

要伝票により算出した残高が一致していなか

ったが、これは平成22年度中に出納簿の記入

漏れが原因であり、それをチェックするため

の定期的な在庫の確認も行われていなかっ

た、郵便切手の管理の重要性を認識し、熊本

県物品取扱規則に従い適切な管理を行うよう

にとの御指摘をいただいております。 

 経緯及び原因についてでございますが、平

成21年度までは、郵便切手の払い出しは私学

文書課、現在の県政情報文書課で行われてい

ました。管財課では、資産売却等による契約

書や登記簿等のやりとりが必要なことから、

文書課から郵便切手の交付を受け、返信用切

手として郵便に添付の上送付を行っていたと

ころです。 

 しかし、私学文書課の平成22年３月の通知

により、返信用切手については各所属で管理

することに制度が変更され、平成22年度か

ら、新たな制度として運用が開始されまし

た。 

 今回の指摘を受けました要因としまして

は、まず第１に、郵便切手の管理について

は、本来であれば、所属職員に対し、新たな

手続の明確化、それから周知を行い実行すべ

きでしたが、不十分なまま運用を始めたこ

と、第２に、交付担当者が新規採用職員で理

解が不足していたこと、また、新たな手続の

変更があったことから、前任者がいなかった

こと、それから担当班長が年度途中で体調不

良により傷病休暇をとらざるを得ないことな

どが重なったことがあり、担当者に対する十

分なサポートができなかったことが挙げられ

ます。 

 次に、出納簿への記載、それから月締め処

理が確実に行われているかどうか、組織とし

てのチェック体制が不十分であったことによ

ると思っております。 

 その結果、監査時におきまして、切手残高

が出納簿の残高と比べまして880円不足して

いるという事態が生じました。後日、調査の

結果、平成22年度の需要伝票で払い出したも

のの、出納簿に記載されていなかったものが

２件、金額として740円あること及び払い出

したか、未使用のまま返却された切手、これ

が140円を別に管理していたことが判明しま

した。これらは出納簿への記入漏れが原因で

あり、紛失等の事実はございませんでした。 

 監査後、直ちに３つの改善策をとりまし

た。 

 １つ目の対策としまして、郵便切手類出納

簿には、受け払いを行った日ごとに記載を行

うこととし、月末には出納簿の残高と切手の

残高の確認を交付担当者以外の者が行うよ

う、手続面の明確化を行いました。 

 - 15 -



第２回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成23年10月７日) 

 次に、２点目として、郵便切手の払い出し

においては、物品管理者である所属長、すな

わち私、課長の決裁、押印を受けた後に交付

担当者に請求するよう、決裁行為を明確化

し、郵便切手需要伝票の記入方法を所属職員

全員に周知徹底いたしました。 

 次に、３点目として、交付担当者は、物品

管理者の決裁を確認し、出納員であります総

務管理班長の承認を得た後でなければ切手の

払い出しを行わないようにするなど、複数の

者のチェックを経るように、組織のチェック

体制の強化を行いました。 

 管財課として、今回指摘を受けましたよう

なことが二度と起こらないよう、郵便切手へ

の重要性を認識し、熊本県物品管理規則に従

い、所属職員一同、適切な管理にしっかり取

り組んでまいりたいと思っております。 

 それでは、続きまして、管財課の決算につ

いて御説明させていただきます。資料の26ペ

ージをお願いいたします。 

 歳入につきましては、全科目にわたって不

納欠損、収入未済はございません。 

 土地売り払い収入の30億円余は、旧免許セ

ンター、大江の保田窪職員住宅跡地の売却な

ど、19件の売却収入でございます。 

 売却物件の詳細につきましては、お手元の

決算特別委員会附属資料の９ページから10ペ

ージ目に記載しておりますので、後ほどごら

んいただきたいと思います。 

 次に、資料の28ページをお願いいたしま

す。 

 歳出について御説明いたします。 

 一番下の財産管理費は、庁舎や普通財産な

どの管理費でございます。 

 5,000万円余が不用額となっております

が、これは水光熱費等の管理経費の節減や庁

舎の維持管理業務委託の入札執行残などによ

るものでございます。 

 管財課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 まず、本年度の定期監査における公表事項

はございません。 

 決算の状況について御説明申し上げます。

説明資料の29ページをお開きください。 

 まず、県税の平成22年度歳入決算の状況で

ございます。 

 県税全体を１段目に記載しております。左

から３列目の欄からでございますが、調定額

1,387億5,200万円余に対し、次の右の欄の収

入済み額が1,330億6,400万円余、さらに不納

欠損額が３億1,900万円余でございまして、

差し引き収入未済額が53億6,700万円余とな

っております。 

 この収入未済額につきましては、後ほど附

属資料で詳細を説明申し上げます。 

 以下、各税目とも、おおむね予算額を上回

る収入を得ることができましたが、１ページ

飛びまして、31ページの自動車取得税につき

ましては、エコカー減税や新車販売の低迷に

より予算額を下回っております。 

 さらに、もう１ページ飛びまして、33ペー

ジの中ほどの産業廃棄物税までが県税に係る

ものでございます。 

 以下は税外収入でございますが、35ページ

に諸収入がございます。このうち、加算金に

4,100万円余の収入未済額が生じておりま

す。 

 ここで県税の収入未済額につきまして御説

明を申し上げます。総務部の附属資料の方を

ごらんいただきますようお願いいたします。

附属資料の４ページでございます。 

 ２番に、収入未済額の過去３年間の推移を

まとめております。各年度の計のところのま

ず最下段をごらんください。 

 平成20年度の収入未済額が52億2,800万円

余から、平成21年度は３億5,000万円余増加

し、55億8,000万円余となりました。本年度

は53億6,700万円余でございまして、前年度
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から２億1,200万円余の減少となっておりま

す。 

 一方で、これまで県税未収金の増加要因と

なっております個人県民税でございますが、

この表の一番上の段でございます。平成20年

度が約36億3,500万円、平成21年度が40億3,1

00万円余、平成22年度は40億5,700万円余

と、伸び率は鈍っておりますものの、依然と

して増加をしているところでございます。 

 続きまして、附属資料の５ページでござい

ますが、平成22年度決算時点における収入未

済額の状況を取りまとめたものでございま

す。表頭の区分について、語句の説明を申し

上げます。 

 まず、納税交渉中といいますのは、納税義

務者に対して催告を行っている段階で、いま

だ納付がないものあるいは一部だけ納付があ

ったもの、所在不明等で現在調査中のものを

含んでおります。次の欄の分割納付中といい

ますのは、分納誓約をとった上で定期的に分

割納付があっているものでございます。法的

措置とは、納税義務者の財産を差し押さえて

おり、換価処分の前であるものを指しており

ます。執行停止は、財産がないあるいは生活

困窮状態にある、または所在不明であるなど

の理由により、滞納処分を停止しているもの

でございます。 

 税目ごと、現年、過年度分別のそれぞれの

数字はごらんのとおりでありますが、地方税

法、国税徴収法の法にのっとり、厳正に租税

債権の管理に努めているところでございま

す。 

 次に、附属資料の６ページをお願いいたし

ます。 

 ４ページの説明で申し上げましたとおり、

県税未収金の増加要因になっております個人

県民税は、県税未収金の４分の３を占めてお

ります。 

 個人市町村民税とともに市町村が徴収して

おりますことから、平成19年度から体制を整

備し、市町村の徴収支援の取り組みを行って

きたところでございますが、依然として個人

県民税の滞納額がふえ続けてきました。昨年

度の決算特別委員会においても、市町村と連

携をとって成果の出る取り組みを行うことと

いう指摘をいただいたところでございます。 

 このため、平成22年度におきましては、６

ページ上段、１の(3)のところでございます

が、当初から予定しておりました個人県民税

の県全体の税収の半分を占める熊本市につい

ては、熊本県税事務所に個人県民税対策担当

として３名の専任職員を設置したことに加え

まして、平成24年度までに滞納繰越額を減少

に向かわせるという目標を設定し、各地域振

興局において徴収強化計画を策定いたしてお

ります。 

 この対策の強化に取り組んでおりますほか

に、本年の２月には、県及び市町村の税務担

当課長から成る熊本県地方税収確保対策連絡

会議を設置し、市町村税の徴収強化策の検討

などを始めたところでございます。 

 また、下の方でございますが、平成23年度

についても、そこの(1)に掲げておりますと

おり、①熊本県地方税収確保対策連絡会議に

おいて、市町村と連携を深め、これは新たに

取り組むべき徴収対策について共同研究を行

っているものでございます。 

 ②に書いてございます併任徴収や徴収引き

継ぎ等の取り組みを内容とする徴収強化計画

の着実な推進ということでございますが、こ

れは、各市町村と協議の上で、それぞれの滞

納等の状況に合わせて、県の収税職員が直接

市町村民税の徴収にかかわる取り組みでござ

います。 

 ③でございますが、平成25年度までの個人

住民税の特別徴収対象事業所の全指定に向け

た取り組みでございますが、これは給与所得

者の住民税を天引きしていない事業所が多く

ありますことから、これが滞納が増加する要

因となっております。したがいまして、この
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ような事業所に対し、所得税の源泉徴収と同

様の取り扱いをしてもらうよう取り組んでい

るところでございます。 

 このような個人県民税対策を初めとした取

り組みを進め、県税未収金の削減に努めてい

るところでございます。 

 以上、歳入について御説明を申し上げまし

た。 

 次に、歳出でございます。 

 説明資料に戻りまして、37ページをお願い

いたします。 

 ４段目の税務総務費6,300万円余の不用額

は、経費節減等に伴う執行残でございます。 

 次の段の賦課徴収費の不用額１億9,000万

円余は、県税の過誤納還付金の執行残と経費

節減に伴う執行残でございます。 

 次の38ページからは諸支出金でございます

が、これは税収の一定割合を市町村へ交付す

る交付金でございます。率が定まっておりま

すので、税収入の減による執行残が出ている

ところでございます。 

 税務課の説明は以上でございます。よろし

く御審査をお願い申し上げます。 

 

○能登市町村行政課長 市町村行政課でござ

います。 

 平成22年度までは市町村総室でございまし

たけれども、平成23年度の組織改正によりま

して市町村行政課及び市町村財政課の２課に

分かれております。一般会計分につきまして

は、原則といたしまして市町村行政課から説

明させていただきまして、市町村財政と関係

の深い市町村振興資金特別会計などにつきま

しては市町村財政課から説明を行います。 

 まず、本年度の定期監査の結果につきまし

ては、公表事項はございません。 

 それでは、資料の40ページをお願いいたし

ます。 

 歳入についてでございます。 

 40ページから43ページまででございます

が、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せん。 

 次に、44ページをごらんください。 

 歳出でございます。 

 まず、上から４段目、地域振興局費でござ

いますが、予算現額９億4,375万3,000円に対

しまして、支出済み額４億6,551万円でござ

います。支出済み額につきましては、県内10

カ所にございます総合庁舎の整備事業費や管

理、運営等の経費でございます。 

 翌年度繰越額４億5,477万円余につきまし

ては、後ほど市町村財政課から説明させてい

ただきます。 

 不用額2,346万円余につきましては、経費

節減等に伴う執行残、また、総合庁舎の耐震

化工事及び運営関係業務委託に係る入札に伴

う執行残等でございます。 

 次に、45ページをごらんください。 

 ２段目、市町村総務振興費でございます

が、予算現額19億848万円余に対しまして、

支出済み額19億394万円余でございます。こ

れは市町村総室及び地域振興局の総務振興課

職員244人分の職員給与費でございまして、

不用額454万円につきましては、職員手当

等、人件費の執行残でございます。 

 次に、３段目、自治振興費でございます

が、予算現額14億828万円余に対しまして、

支出済み額13億9,501万円余でございます。

これは権限事務移譲市町村交付金や市町村の

行財税政支援に要しました経費でございまし

て、不用額1,327万円につきましては、経費

節減等に伴う執行残でございます。 

 次に、４段目は選挙費でございますが、こ

れは、５段目の選挙管理委員会費、46ページ

の選挙啓発費及び参議院議員選挙等の選挙執

行に伴う経費でございます。 

 45ページの５段目、選挙管理委員会費でご

ざいますが、予算現額2,203万円余に対しま

して、支出済み額2,124万円余でございま

す。不用額79万円余につきましては、人件費
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及び事務費の執行残でございます。 

 46ページをお願いいたします。 

 １段目、選挙啓発費でございますが、予算

現額356万円に対しまして、支出済み額155万

円余でございます。不用額200万円余につき

ましては、事務費の執行残及び入札に伴う執

行残でございます。 

 次に、２段目、参議院議員選挙費でござい

ますが、予算現額８億1,161万円余に対しま

して、支出済み額８億1,015万円でございま

して、不用額146万円余につきましては、経

費節減等に伴う執行残でございます。 

 次に、３段目、県議会議員選挙費でござい

ます。22年度分でございます。予算現額１億

7808万円余に対しまして、支出済み額１億3,

890万円余でございますが、不用額3,917万円

余につきましては、無投票の選挙区が生じた

こと等に伴う経費節減等に伴う執行残でござ

います。 

 市町村行政課は以上のとおりでございま

す。よろしくお願い申し上げます。 

 

○山口市町村財政課長 市町村財政課でござ

います。 

 まず、本年度の定期監査の結果につきまし

ては、公表事項はございません。 

 次に、説明資料の47ページをお願いいたし

ます。 

 市町村振興資金貸付事業特別会計でござい

ます。 

 歳入につきましては、不納欠損、収入未済

額ともにございません。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 １段目、市町村振興資金貸付金でございま

すが、予算現額１億34万円余に対しまして、

支出済み額20万円余でございます。 

 不用額１億14万円につきましては、市町村

への新規貸し付けがなかったことによるもの

でございます。 

 次に、２段目、一般会計繰出金でございま

すが、予算現額5,000万円に対しまして、支

出済み額4,737万円余でございます。これは

地域振興局活動推進費の財源に充てるための

繰出金でございまして、不用額262万円余に

つきましては、地域振興局活動推進費の執行

残でございます。 

 次に、先ほど市町村行政課長の発言にあり

ました地域振興局費における繰越額４億5,47

7万円余につきまして御説明申し上げます。 

 別冊、委員会附属資料の３ページをお願い

いたします。 

 繰越事業でございます。 

 地域振興局提案によります地域を元気にす

る事業でございますが、これは平成22年度２

月補正における国の経済対策に伴う交付金を

活用した事業でありまして、一部の事業を除

きまして年度内に事業が完了しなかったた

め、翌年度へ予算を繰り越ししたものでござ

います。 

 予算額４億6,174万円余に対しまして、平

成22年度執行額696万円余、平成23年度への

繰越額４億5,477万円余でございます。本事

業につきましては、すべて年度内完了の予定

でございます。 

 市町村財政課は以上のとおりでございま

す。御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で説明が終わりまし

たので、質疑に入ります。質疑はありません

か。 

 

○鎌田聡委員 総務部長の説明の中で、不適

正経理の再発防止策ということで、いろいろ

な職場研修等の実施等で再発防止策に取り組

んでいきますということでございましたけれ

ども、監査委員からの指摘の中で、まだこう

いうことがあったのかなと思いましたのが、

この水色の冊子の３ページのところに、再発
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防止策がまだすべての職員に徹底されていな

い所属も見受けられたと、総務部じゃないか

どうかはわかりませんけれども、まだ正確な

納品日が確認できないという事例も見受けら

れたということで、まだなかなか全体に徹底

されていないんじゃないかという指摘がござ

いますが、こういうことも含めて、二度とや

っぱりこういうことは起こさないということ

で徹底をしていただきたいんですけれども、

今なおまだ――これは22年度の監査の結果だ

と思いますが、こういうことが起こっている

ことに対しまして、どうお考えでしょうか。 

 

○駒崎総務部長 今御指摘をいただきました

ように、大変残念な事態だと思っておりま

す。 

 ただ、私どもが、まずもって対策を急がね

ばならないと思っておりますのは、預けと

か、差しかえとか、物品を私物化するおそれ

があるあるいは裏金づくりにつながるような

危険性が極めて高いものについては、これは

根絶しなければならないと思ってやっており

ます。それにつきましては、職員の意識が相

当高まっていると思っております。 

 しかしながら、より広い意味での、適正で

ないという意味での不適正経理といいます

と、納品日の確認がおくれているとかあるい

は具体的な発注をするのが購入伺の前だった

りとか、そういうふうな手順の前後とかを含

めてございますので、その辺は今後とも、法

令の規定どおり適正にやるのが公金を扱う者

の使命ですので、きちんとやっていきたいと

思っておりますが、20年だったでしょうか、

不適正経理、いわゆる預けとか差しかえが発

覚したときから後の、とりあえず、まずもっ

て急ぐべき対策に力を入れた関係で、その辺

まだ温度差があるというふうな御指摘になっ

ているかもしれません。しっかりやってまい

りたいと考えております。 

 

○鎌田聡委員 職員のさらなる事務処理、指

導の徹底を行っていただきたいと思います

し、あわせまして取引する業者さんのやっぱ

り対応というのもきちんとやっていただかな

きゃならないというふうに思いますけれど

も、再検証をこれはやるということで、業者

さんにいろいろな協力を求めても、なかなか

すべての業者が協力できていないような状況

もあると聞いていますけれども、そういった

ところも含めて、業者への指導といいます

か、やっぱりこっちは取引をやっていますの

で、そこを――まあ職員もよくなかったと思

いますけれども、やっぱり相手もその点協力

してきたという部分もあると思いますので、

そこも含めての再徹底というのをお願いした

いと思いますけれども、その点はいかがでし

ょうか。 

 

○駒崎総務部長 今御指摘がありましたよう

に、業者の方の資料との突合なども行ってお

りますが、まだ100％の突合ができていない

という状態でございます。 

 理由は、いろいろ伺いますと、県の分だけ

個別に取り上げての、特に小口の商いです

と、明確な区分がなくて、１日当たりの売り

さばき量で整理しているようなケースもある

かというふうに聞いております。やむを得な

いケースもあるかもしれませんが、県の場

合、公金、県民からの税金で扱っている仕事

でございますので、できるだけ業者の方にも

今後とも御協力を仰ぎながらやっていくと同

時に、県としても、みずからを正すと同時

に、事業者の方の考え方についても、できる

だけ要望してまいりたいと、そのように考え

ております。 

 

○鎌田聡委員 よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 

○岩下栄一委員 広報費ですけれども、広報
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の効果というのは、即出る場合、出ない場

合、いろいろありますけれども、今から随分

古い話だけれども、細川県政の時代に、九州

各県に比べて断トツの広報費を使われて、そ

れだけ熊本が全国に認識されたというのはあ

ったかもしれません。 

 そこで、この広報関係について、広告代理

店に委託しているものが随分多いと思うんで

すね。広告代理店は、やっぱり県庁や市役所

の広報というのが一番ドル箱じゃないかなと

思うんですけれども、県の内部で、優秀な人

材がたくさんおられるから、職員の作品を公

募したりして、いろんな広報を手がけるとい

うことが今まであったのかなかったのか、昨

年度。 

 それからもう一つは、くまモンとかスザン

ヌとか大活躍していますけれども、要する

に、九州の他県と比べて本県の広報費はどう

なのかというのがあるんですね。もし昨年度

のよそのデータがあれば、広報課長さん。 

 

○田中広報課長 広報課でございます。 

 まず１点目が、県の内部、県の職員で広報

の工夫なり企画をしているのかどうかあるい

は県庁内で公募をしているのかというお尋ね

ですけれども、県庁内で公募して広報の中身

を考えているということはございません。 

 ただ、単に業者に任せるということではな

くて、最近は、何社かコンペ方式で提案をさ

せまして、広報課の職員なりなんなりでそれ

を審査いたしまして、その中で決定をしてい

く。ただ、それでも、その提案が十分な、満

足なものがない場合も多々ありますので、１

社にコンペの結果を決めた後でも、広報課の

全体とその業者の間でその内容をたたきまし

て、さらにいいものにして実施をしていくと

いうことで対応をしております。 

 それから、２点目、スザンヌあるいはくま

モン、大活躍しているけれどもということで

ございますが、広報課としてはスザンヌを担

当しておりますが、平成20年度以降、非常に

国民的に親しまれるキャラクターといいます

か、契約の中でのお仕事ももちろんですが、

いろんなテレビでの出演の場面で熊本のアピ

ールをしてくれておりまして、おかげさま

で、いわゆる広告効果といいますか、いろん

な広告に換算するとこれぐらいのお金の効果

がありましたという効果で申し上げますと、

平成20年度では12億円ぐらい、21年度では11

億円をちょっと切るぐらいですかね。試算で

はそれぐらいの効果が出ておりますので、県

の予算額よりもかなり大目の効果をスザンヌ

としては発揮しているんじゃないかと。それ

から、イメージとしても、かなりスザンヌ

の、何というか、かわいらしいというか、い

いイメージが反映してきているんじゃないか

というふうに思っております。 

 

○岩下栄一委員 他県の広告費との比較はど

うですか。 

 

○田中広報課長 ちょっと今手元に他県の広

告のがありませんが、ただ、広告を、例えば

ころっとした形で広告料はこれだけですとい

うことで――これはなかなか比較が難しいと

思うんですね。いろんな事業に織りまぜてい

る場合もございますので、なかなか九州各県

と比べて高いとか低いとか言いづらいとは思

うんですが、イメージとしてというか、私の

感覚として言えば、九州各県でも中位ぐらい

の投入はしているのかなと。ただ、もちろん

最少の投入で最大の効果をねらうという意味

では、かなりそこはぎりぎり工夫をしながら

広報をやっているというふうに考えておりま

す。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには質疑はありませ

んか。 
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○鎌田聡委員 ちょっとお尋ねですけれど

も、この事業内訳を見ていますと、首都圏広

報強化事業というのが8,639万円ですかね。 

 

○田中広報課長 はい。 

 

○鎌田聡委員 広報関連で。かなり額的には

大きいものですから、県民向けよりも首都圏

向けの方がかなり金額的に大きいのは――こ

れは大体毎年こういった額は出ているんです

か。今回、何か新幹線開業前だからこの額が

出たのかどうかということを教えてくださ

い。 

 

○田中広報課長 こういう形で予算に首都圏

広報が出ましたのは22年度からですね。九州

新幹線の全線開業を控えまして、もちろんＫ

ＡＮＳＡＩ戦略も商工を中心にされておりま

すけれども、やはり日本のマスコミが結集し

ているとか、あるいはいろんな影響力のある

方が関東におられます。そういう意味で、首

都圏の方にもやはりどんどんＰＲをしていか

ないかぬだろうということで、ざっと言って

１億円を投入しております。 

 この中には、広報課として直接やる分と

か、あるいは東京事務所で――現地におりま

すので、東京事務所がいろんな反応がいい、

要するに何かあればすぐ事業ができるという

意味で、東京事務所が実施する経費も含んで

おりますけれども、その一つの例としては、

まあ今年度の例になりますけれども、例えば

目黒雅叙園で、要するに熊本の宝のうちの一

つであります加藤、細川の文化、そういった

ものを雅叙園のイベントと合わせてアピール

するとか、経費を何かとコラボレーションと

いいますか、合体してやることで経費を節減

しながら効果を上げるということで対応をし

ております。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには何かありません

か。 

 

○早川英明委員 １つだけ教えてください。 

 昨年度、これは税務課所管と思いますけれ

ども、県税の全体的なやつで、結局、事業

税、特に法人税あたりは、その前の年よりか

伸んどるということですが、この個人税につ

いてはマイナスということですが、ことし以

降、全体的に事業税が上がっとるなら個人税

も給料は高くなって上がらないかぬなという

ふうな、ちょっと単純な、これは素人考えで

すけれども、そんな思いがしますけれども、

これはどんな状況でそんなふうになっとるわ

けでしょうか。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 御質問は、法人の事業税と個人の県民税と

の関係ということでございますか。 

 

○早川英明委員 はい。 

 

○出田税務課長 法人の課税につきまして

は、その法人の事業年度の決算でもって課税

をされます。ところが、個人に対する課税に

ついては、県民税については、前年分の所得

が課税標準となりますので、若干その時期が

おくれて影響が出てまいります。その関係

で、法人が伸びても個人がまだ伸びないとい

う状態が昨年度であったということでござい

ます。 

 

○早川英明委員 単純に、今課長がおっしゃ

ったような形でそういうのが出とるというこ

とですか。ほかの要因はないわけですか。 

 

○出田税務課長 細かく言い出すと、いろん

な要因があるのではないかと思います。例え

ば、その個人の所得が伸び悩んでいるという

のは、法人が、例えば正規雇用をやめて派遣
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に切りかえて、まあ総額の人件費が減ると

か、そういったことで、個人所得が減ってい

くということで税収も落ちていくという影響

も出てくる可能性があります。 

 

○早川英明委員 私は、それを聞きたかった

んですよね。そのデータも見て、それぞれ県

政全般についていろんな対応をしていかなん

かということを把握するためにも、これがと

ても大事なことであるから、私は聞いたわけ

です。 

 

○藤川隆夫委員長 ということで、今おっし

ゃったことも踏まえて、何かあれば。出田税

務課長。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 個人所得の中身については、残念ながら個

別のデータを県で持っておりません。市町村

が課税しております関係で、細かな数字を私

ども持っておりませんので、その辺の分析が

実は、大変申しわけないんですけれども、で

きていない状況でございます。 

 当然、所得統計とか、ほかの労働関係の指

標でもっていろんな議論をしていく必要はあ

ろうかと思いますけれども、税務でもって個

人所得の増減というのを検討の材料にしてい

ることはありません。ただ、翌年度の税収見

込みについては、もちろんほかの統計を使用

して見込みに使っているということでござい

ます。 

 

○池田和貴委員 済みません、２つよかです

かね。 

 まず１つですけれども、これはどこになる

のかな、出納局の会計課になっとですかね。

８ページで、主要財政指標で、実質公債費比

率が15.2％になったという御説明がございま

した。これは、実質公債費比率がここ３年ぐ

らいふえているんですけれども、ずっと説明

では、財政健全化に伴って、要するに公債の

額は下がっていっているというふうに認識を

していたんですが、何か実質の公債費比率が

上がっていっているのが、どうもなぜなんだ

ろうという疑問があるものですから、ここ

を、済みません、１つお願いをします。 

 もう１点は、税務課の方にお尋ねをしま

す。 

 附属資料の５ページなんですが、収入未済

額で、県のたばこ税が６件で11万3,000円と

いうのがあります。県たばこ税は、基本的に

メーカーやたばこの輸入業者から蔵出し税で

来るので、収入未済とか納税がなくなるとい

うことはないんじゃないかというふうに私は

理解をしていたんですけれども、この納税、

まあ36億円のうちの11万3,000円ですからあ

れなんですが、なぜこの納税交渉中というの

があるのか、それがちょっと疑問なので、そ

こを、済みません、お願いします。 

 

○藤川隆夫委員長 じゃあ、最初の件に関し

て、浜田財政課長。 

 

○浜田財政課長 浜田でございます。財政課

長でございます。 

 実質公債費比率についてちょっと御説明い

たします。 

 これは、さきの総務常任委員会でも、健全

化比率の一つとして御説明を申し上げまし

た。確かに、ことしプラスの0.7ということ

で、やや悪化という形になっておりますが、

この要因については、新幹線負担金に係る償

還金の増加とともに、平成21年度から、国営

土地改良事業負担金に係る債務負担行為を設

定いたしておりまして、そういったものも実

質的な公債費ということで算入されてまいり

ます。そこで若干上がっているということで

ございます。 

 ただ、財政再建戦略の中で、御存じのとお

り、公債費の残高を減らすということでずっ
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と努めてきておりまして、これは通常債につ

いては順調に減らしてきているという状況に

はございます。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 ２点目は、出田税務課

長。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 県税の未収金の中に、未済額の中に、県た

ばこ税があるという御質問でございます。 

 御承知のとおり、昨年の10月にたばこ税の

大幅な引き上げがございました。そのとき

に、販売店等の手持ち品課税と、そのときの

在庫を調べて調整するという手続があってお

りまして、この過程で生じているのではない

かなというように思っております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 

○松岡徹委員 財政課と消防と税務の方にち

ょっと、そう時間はとりませんけれども。 

 

○藤川隆夫委員長 なるべく簡潔に。 

 

○松岡徹委員 １つは、財政の大きな流れ

で、小泉構造改革のときに三位一体改革でが

たっと減って、そのいわば反省といいます

か、地方交付税や臨時財政対策債とか、合わ

せるとかなり持ち直してきた。同時に、その

一方で、いわゆる一番大きかったのは麻生内

閣のときの補正だけれども、景気経済対策と

してさまざまなメニューがつくられて、交付

金としてずっと地方に渡ると。 

 何かで僕が調べたつでは、地方に落ちた分

だけで、福田内閣からのつを合わせると９兆

円を超えるお金が地方にそういう形で落ちて

いるというのを見たことがあるんですけれど

も、問題は、県議会の代表質問なんかでもち

ょっと取り上げられたけれども、そういうの

が実際どういう形で使われて、そして――ま

あ、あれはずっと続くわけじゃないから、ど

の時点でそれぞれ使ったのが事業がストップ

すると。しかし、これはやっぱり継続せんと

困るというようなことが当然あるわけです

ね。 

 ですから、課の方にもちょっとお願いして

いるんだけれども、そこら辺の全体像をやっ

ぱりもう少し詳細に議会の方にも明らかにし

ていただいて、そして、国への要望なんかで

も、きちっと力を合わせて、継続を求めるの

は求めると。一般的にはいろいろやられてい

るけれども、もう少しそこら辺の詳細なもの

が欲しいなというふうに思っているんですけ

れども、いかがでしょうか。 

 

○浜田財政課長 非常に総括的な御質問でご

ざいますので、ちょっと総括的なお答えにな

るかもしれませんけれども、ちょっとお許し

をいただきたいと思います。 

 まず、三位一体改革の反省なり総括という

話をちょっとさせていただきたいと思います

が、平成15年ごろから18年にかけて取り組ま

れました三位一体改革、これは以前もその総

括資料をお出ししておりますけれども、全国

で、国庫補助金でございますと3.1兆円、そ

れから地方交付税ですと5.1兆円が減らされ

た、そのかわり税源移譲として３兆円来たと

いうことで、差し引き5.2…… 

 

○松岡徹委員 その辺はよか。 

 

○藤川隆夫委員長 その先をという話、そこ

はよかという話です。 

 

○浜田財政課長 それはいいですか。済みま

せん。 

 

○藤川隆夫委員長 だから、逆に言うと経済

対策部分ぐらいからの話でいいです。 
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○浜田財政課長 じゃあ経済対策の方を御説

明申し上げます。 

 経済対策について、御指摘のとおり、自民

党・麻生政権時代に総額15.4兆円の経済対策

が打たれました。これについては、熊本県ベ

ースでも、1,084億円程度の予算措置という

形で反映させております。 

 このときのメニューは、例えば、福祉でご

ざいますとか、医療でございますとか、ある

いは学校、こういった施設の施設整備、こう

いったものにも使いましたし、あるいは基金

の形で今なおいろんな、福祉、あるいは環

境、介護、あるいは森林整備、こういったも

のにずっと生かされております。 

 御指摘のとおり、その内容について、一遍

精査をきちんとこの段階でするべきだと思っ

ております。前回の議会でも御指摘がありま

したとおり、この経済対策の基金を今後どの

ように引き継いでいくか、続けていくかとい

う論議がなされておりますので、その作業に

は財政課としても今入っているところでござ

います。いまいちお時間をいただきたいと思

います。 

 

○松岡徹委員 やっぱり菅内閣までそういう

流れはずっと来ているし、そこのところをど

ういうふうに生かしながら、継続させなが

ら、やっぱり地方にそういう財政を定着させ

て仕事をしていくかというのが大事だと思い

ます。 

 消防関係は、広域化問題ですね。 

 県の消防広域化推進計画では、広域化の必

要性ということで、市町村消防の体制の整備

及び確立とかあるわけですね。私がいろいろ

聞くと、むしろ広域化によって住民サービス

が低下するんじゃないかとかあるいは市町村

消防が弱体化するんじゃないかとか、いろい

ろ声を聞くんですね。 

 他県の例で、消防の広域化についてのアン

ケートをとった報告書を読んでみると、メリ

ット、デメリットというようなつがかなりあ

るですけれども、結構やっぱりそういうたぐ

いの――デメリットという点では、そういう

たぐいのが結構多いわけですね。これはよそ

の県のつですけれども。 

 それで、熊本県では、何かそういうような

ことでのアンケートとか、そういうまとめた

ものがありましたら、その辺はどんなふうに

つかんでいらっしゃるかなと思いまして。 

 

○佐藤消防保安課長 消防保安課としてお答

えしたいと思います。 

 広域化の御質問でございまして、広域化に

対して、いわゆるデメリットが多いんじゃな

いかというような御意見でございますけれど

も……。 

 

○松岡徹委員 デメリットが多いかどうかは

ちょっとあれだけど、結構あるということだ

ね。 

 

○佐藤消防保安課長 そういう御意見がござ

いますけれども、広い意味ではやっぱりメリ

ットが多いものと考えております。 

 非常に間違ってとらえられておりますの

が、市町村の合併等におきまして、いわゆる

役場がなくなると、そういうことではござい

ませんで、むしろ消防署であるとか署所であ

る、それにつきましては、ぜひ充実させたい

と。ですから、住民に身近な消防署は――ま

あ最低現状のままあって、その中で、いわゆ

る本部機能であるとか、指令機能であると

か、そういうのをぜひ効率化させて、そのも

のにつきまして、現場に人を置くというよう

なところで我々は考えております。 

 そういう意味でございまして、なかなかそ

の辺が十分にまだ住民の方に御理解いただい

ていない部分もあると思っておりますので、

そういうのにつきましては、ぜひ啓発、広報
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等をしてそういうことをわかっていただきな

がら、広域化に御理解いただいて、広域化を

進めていければというふうに考えておりま

す。 

 お尋ねの住民に対する直接のアンケートが

あるかということでございますが、今のとこ

ろちょっとまだアンケートまでは至っており

ません。 

 

○松岡徹委員 丁寧な対応が必要だと思うの

で、よその県ではそういうことをやっている

のを見たものだからね。ちょっと検討する必

要があるのかなと。 

 もういっちょ、税務課の方に。 

 何しろ財政という点では、徴収業務という

のは非常に大事なことだし、職員の皆さんも

大変御苦労なさっているということは承知し

ているわけですけれども、一方では、一般質

問でも取り上げましたけれども、それの行き

過ぎたやり方によってさまざまな問題も生ま

れていると。 

 その議論はきょうはいいとして、ちょっと

お聞きしたいのは、国税徴収法の48条の超過

差し押さえとか無益な差し押さえですね。こ

こら辺はどういうふうに留意されているのか

なというのが１つですね。 

 それから、75条の差し押さえ禁止財産の識

別、区分けといいますか、その辺のところは

どうかなということ。 

 それから、151条の財産の換価の猶予とあ

るとですたいね。それをやれば事業の継続や

生活困難が非常に増すという例とか、あるい

は逆に、猶予した方が事業の立て直しなんか

にプラスになるという場合の判断とか、その

両方あるんですね、この151条には。そこら

辺はどぎゃんふうに今されているのかなと。 

 もう一点…… 

 

○髙木健次委員 委員長、ちょっと決算審議

をしましょうよ。 

 

○村上寅美委員 それは切らんとわからぬ

よ。 

 

○松岡徹委員 その審議ばしよるたい、その

決算の審議ば。 

 

○村上寅美委員 松岡先生、いっちょふたつ

切らんとわからぬよ、それは。 

 

○髙木健次委員 後で聞けばよかっじゃなか

ですか。 

 

○藤川隆夫委員長 今のを、出田さん、じゃ

あ簡潔に…… 

 

○松岡徹委員 決算というのは、いわば県政

の政策のあり方を…… 

 

○藤川隆夫委員長 ちょっと待ってくださ

い。今、だから出田税務課長に説明させます

から。 

 

○出田税務課長 税務課でございます。 

 御質問の無益な差し押さえ、それから75条

でいいますところの差し押さえ禁止財産、そ

れと換価の猶予等についてでございますけれ

ども、収税職員に対しては、こういう地方税

の徴収は、徴税法に定めるところのほか、特

に滞納処分については国税徴収法によるもの

とされておりますので、これは、徴収に当た

る職員については、研修等で十分にこの辺の

知識は習得していただいて、現場で判断して

いるというところでございます。 

 

○藤川隆夫委員長 当然、適正な徴収をされ

ていると思いますので、ただ、徴収逃れをさ

れるようなことだけはないように、きちっと

徴収はしてください。 
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○松岡徹委員 それでね、ちょっといろいろ

委員からも出たので、明確にしておきたいの

は、最初守田副委員長が読まれたように、こ

の決算の目的、主要な施策がいかに達成され

たかという、やっぱりその施策の点検なんで

すよ、決算というのは。だから、そういう点

では、大いに、いわゆるお金がどうなったか

だけじゃなくて、それに行くやっぱり県の施

策のあり方をどうかということを審議しなけ

れば、決算委員会の本来の意味がないという

ふうに思います。 

 それで、税務課長にもう１つちょっと聞き

たいのは、職員の研修とか何かのマニュアル

があるわけですね。それを１ついただきたい

ということですね。それは要望です。 

 

○出田税務課長 わかりました。 

 

○松岡徹委員 また、後日、必要な場で議論

したいと思いますので。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかにはございませんか

ね。――ないようでしたら、以上で知事公室

及び総務部の審査を終了いたします。 

 次に、次回は第３回委員会となりますが、

10月14日金曜日午前10時に開会し、企画振興

部及び企業局、病院局の審査を行うこととし

ておりますので、御協力をよろしくお願い申

し上げます。 

 それでは、これをもちまして第２回決算特

別委員会を閉会いたします。御苦労さまでご

ざいました。 

  午後２時55分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  決算特別委員会委員長 
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